






業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例
保存
期間

保存期間
満了後の措置

行政文書ファイル管理簿その他の業務
に常時利用するものとして継続的に保存
すべき行政文書

・標準行政文書保存期間基準
・行政文書分類基準表（旧）
・行政文書ファイル管理簿

常用
（無期限）

－

取得した文書の管理を行うための帳簿 ・受付簿 5

決裁文書の管理を行うための帳簿 ・決裁簿 30

行政文書ファイル等の移管又は廃棄の
状況が記録された帳簿

・移管・廃棄簿 20

文書整理月間 ・文書整理月間起案文書
・文書整理月間報告文書

3

・関係通達等（保存版） 常用
（無期限）

－

・通知起案に関する文書 5

・通知起案に関する文書（定型的なもの） 3

・通知起案に関する文書（軽微なもの） 1

旅行に関する文書 ・旅費請求書 1

委員等の謝金、旅費に関する文書 ・委員等謝金支給調書
・委員等旅行依頼簿
・委員等旅費請求書

5

職員の勤務状況に関する文書 ・休暇簿
・出勤簿
・欠勤簿
・超過勤務命令簿
・週休日振替・代休日等指定簿
・総合検診等勤務免除簿
・管理職員特別勤務実績簿
・管理職員特別勤務手当整理簿
・在宅勤務実施計画兼報告書
・PC持出管理簿

5

職員の兼業の許可の申請書及び当該申
請に関する許可に関する文書

・承諾書
・承認書

3

旅行に関する文書 ・外勤簿
・出張計画書
・旅行計画確認書
・旅行命令簿・依頼簿
・承認書
・海外出張関係綴り

5

情報の管理等 外部電磁的記録の利用に関する文書 ・外部電磁的記録媒体利用管理簿 5

中国運輸局観光部国際観光課　標準文書保存期間基準

R5.4.1

事　項

1 文書の管理・取扱・
発送等に関する事
項

文書の管理等

廃棄

文書の取扱等 文書の取扱等に関する文書

廃棄

2 課内等の管理事務
に関する共通事項

会計上の管理等 廃棄

人事上の管理等



業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例
保存
期間

保存期間
満了後の措置

中国運輸局観光部国際観光課　標準文書保存期間基準

R5.4.1

事　項

検査・監察等に関する
事項

会計検査に関する文書 ・会計検査提出資料 5

・協力依頼・通知文書 5

・協力依頼・通知文書
（定型的なもの）

3

・協力依頼・通知文書
（軽微なもの）

1

・各種調査・報告 5

・各種調査・報告
（定型的なもの）

3

各種調査・報告
（軽微なもの）

1

要請・相談に関する事
項

地方公共団体、観光関係団体等 ・地方公共団体・観光関係団体等からの
要請
・行政相談処理状況報告
・その他相談等

3

審議会、評議会及び委員会 ・委員等の委嘱に関する文書
・配布資料

5

ワーキンググループ及びタスクフォース
等

・委員等の委嘱に関する文書
・配布資料

5

連絡会議 ・配布資料 3

ビジット・ジャパン地方連携事業 ・実施計画
・企画競争公示
・審査及び特定
・契約伺い
・実施報告
・成果物

5

地域の観光資源を活用したプロモーショ
ン事業

・地域の観光資源を活用したプロモー
ション事業

5

国際観光振興法に関
する事項

国際観光振興法（旧外客旅行容易化法） ・指定区間に関するもの 5

広域観光周遊ルート形成促進事業 5

調査事業に関すること 5

訪日外国人旅行者周
遊促進に関する事項

訪日外国人旅行者周遊促進事業 ・訪日外国人旅行者周遊促進事業 5

外国人受入環境整備
に関する文書

訪日外国人旅行者の受入環境に関する
検証事業

・訪日外国人旅行者の受入環境に関す
る検証事業

5

JNTOに関する事項 JNTOに関する事項 ・JNTOに関する事項 5

国際観光課所掌の
業務に関する事項

4

3 国際観光課所掌の
総合調整に関する

事項

廃棄

協力依頼・周知及び調
査・報告に関する事項

各種協力依頼・周知

各種調査・報告

審議会、協議会、ワー
キンググループ、タス
クフォース及び連絡会
議等の会議に関する
事項

ビジット・ジャパンに関
する事項

広域周遊観光の促進
に関する事項

広域観光周遊ルート形成促進事業

廃棄



業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型
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中国運輸局観光部国際観光課　標準文書保存期間基準

R5.4.1

事　項

別途、正本・原本が管理されている行政
文書の写し

定型的・日常的な業務連絡、日程表等

出版物や公表物を編集した文書

中国運輸局の所掌事務に関する事実関
係の問い合わせへの応答

明白な誤り等の客観的な正確性の観点
から利用に適さなくなった文書

意思決定の途中段階で作成したもので、
当該意思決定に与える影響がないものと
して、長期間の保存を要しないと判断さ
れる文書

5 所掌事務に関する
事項共通

全業務共通 廃棄１年未満








